














































Core Personnel Development in Myanmar Companies
- Comparison of Core Personnel Development among Myanmar Companies, Japanese 
Multinational Companies in Myanmar and Vietnamese Companies - 
	 	 	 	 鈴　木　岩　行
	 	 	 	 Iwayuki	Suzuki
?Abstract?
This paper is a study on core personnel development of Myanmar companies and Japanese multinational 
companies in Myanmar and Vietnamese companies. A core personnel represents the particular person 
that is selected as a main stream management personnel at the early stage of his/her business carrier 




























ヒアリング調査を実施した。2014 年 11 月アン









































5％以上余剰を 1 点，10％以上余剰を 2 点
として計算）
　ミャンマー企業－1.06，日系企業－1.83，ベト










































































































































































最も多いのが入社後 1 〜 3 年（42.9％），次いで
入社後 1年以内（38.1％）でこの 2つを合計する
と 81.0％である。3位が入社後 5年以上（19.0％）
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ン 1 は大幅に増加し（33.3％→ 58.4％），パター
ン 2 に変わらず，パターン 3 は大きく減少する




























































































































































図 13　昇進職位 図 14　コア人材定着策有効度











































































































業 2 社（消費関連 E社，機械関連 F社）で，企




































































































『和光経済』第 48 巻第 1号30





































となっている），入社 1年以内 1社，入社後 1〜













































































































7） みずほ総合研究所，2013 年，第 5章「教訓―経済開放先行
者ベトナムの蹉鉄」。












インドネシアで 0.05 点（インドネシア企業 1.85 と日系企業




［1］岡本康雄編『日系企業 in 東アジア』有斐閣，1998 年。
［2］石田英夫『国際経営とホワイトカラー』中央経済社，1999
年。


















―コア人材を中心に」『和光経済』第 37 巻第 2号，2005 年。
［11］鈴木岩行・張喬森・黄八沫・尤艶輝「中国における外資系
企業のコア人材育成」『和光経済』第 37 巻第 3号，2005 年。
［12］鈴木岩行・張英莉「在中国日系企業における中国人ホワイ













に―」『和光経済』第 40 巻第 2・3号，2008 年。
［18］鈴木岩行「在インドネシア日系企業におけるインドネシア



































1.　会 社 概 要
業種：カフェ（2店舗）
設立年月：2010 年 3 月
企業形態：私営個人企業

















































『和光経済』第 48 巻第 1号34
事例2　旅行業B社
1.　会 社 概 要
業種：旅行業
設立年月：1994 年 4 月
企業形態：私営個人企業






















































1.　会 社 概 要
業種：旅行業

















































『和光経済』第 48 巻第 1号36
事例4　社会的企業D社

































































1.　会 社 概 要
業種：縫製業
設立年月：1994 年 3 月
企業形態：私営個人企業





















































『和光経済』第 48 巻第 1号38
事例6　機械関連製造業 F社
1.　会 社 概 要
業種：自動車用バッテリー製造業
設立年月：1996 年 9 月
企業形態：株式会社

















































（2015 年 8 月 2 日　受稿）2015 年 8 月 10 日　受理
ミャンマー企業におけるコア人材育成 39
